
三重県における不法投棄の現状と
廃 棄 物 処 理 法 違 反 事 例 に つ い て

三重県環境生活部環境共生局
廃棄物監視・指導課
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解体工事にかかる各法令が遵守される状況の確保が重要

産業廃棄物の不法投棄は件数・量ともに高止まりしており、大部分が建設系廃棄物である
解体工事には、廃棄物処理法のみならず建設業法など様々な法令が関係している
実態として、解体工事現場での法令違反が散見される状況

セミナーの目的：

解体工事に関係する関係法令における規制内容を説明し、理解を深めて頂く

建設系廃棄物の不法投棄を根絶するためには、

セミナーの目的
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3図１ 全国の不法投棄発生状況（10トン超事案）
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図２ 三重県の不法投棄発生状況（10トン超事案） 4

・顕著な減少傾向は無く近年は10件程度の投棄が続く。
・10トン以下を含めると、近年は４０～５０件、年間1,000トン程度が県内で不法投棄されている。
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１０７件

建設系廃棄物
計 11件 100％

全国（令和３年度） 三重県（令和３年度）
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建設系以外廃棄物
計 0件 0％

１１件

建設混合廃棄物
８件、73%

がれき類
３件、27%

令和３年度に県内で発生した10トン超の
不法投棄のすべてが建設系廃棄物であった。

図３ 建設系廃棄物の割合（10トン超事案の件数ベース、全国（左）、三重県（右））

建設系廃棄物
78件 72.9％

建設系以外廃棄物
計 29件 27.1％
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建設
混合廃棄物
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67%

がれき類
456t
33%

1,395 t

建設系以外廃棄物
計 0t 0%

令和3年度に県内で発生した10トン超の
不法投棄11件の総量は1,395トンであった。

図４ 建設系廃棄物の割合（ 10トン超事案の投棄量ベース、全国（左）、三重県（右））

建設系廃棄物
計 32,196t 87.4%

建設系以外廃棄物
計 4,649t 12.6%
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図５ 不法投棄実行行為者の内訳（ 10トン超事案の件数ベース、全国（左）、三重県（右））
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廃棄物の不適正処理にかかる三重県への通報内容
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図６ 令和３、４年度における三重県への通報内容（電話、メール、スマホなど）
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三重県への通報内容【１．不法投棄、２．野外焼却】
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写真１ 無許可業者が県内に不法投棄した事案。解体
現場は県外で元請業者がブローカーに処理を委託した
ことが原因。行為者は刑事処分。

他事例 二次下請業者が解体工事で発生した産業廃棄物
である解体ミンチを使用して土地のかさ上げを行っていた。
行為者は収集運搬業の許可あり、行政処分。

写真２ 建設系廃棄物を自社の管理地で野外焼却した
事案。行為者は収集運搬業の許可あり、行政処分及び
刑事処分。

他事例 自社の管理地で倉庫の片づけで出た木くずをドラ
ム缶で野外焼却した。
行為者は収集運搬業の許可あり、行政処分。



三重県への通報内容【３．不適正処理（事業場の外での保管）】
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写真３ 公共工事における不適正処理事案。元請業
者が産業廃棄物の発生現場から別の場所（事業場の
外）まで無許可業者に運搬を委託。元請業者は収集
運搬業の許可あり、行政処分。

写真４ 公共工事で発生した産業廃棄物につい
て、元請業者は自社の仮置き場までの運搬を下請
業者に委託したが、当該産業廃棄物を下請業者に
引き渡す際に産業廃棄物管理票を不交付。元請業
者及び下請業者は収集運搬業の許可あり、行政処
分。



① 対象となる産業廃棄物は、建設工事（法第21条の３第１項）に伴い生ずる産業廃棄
物に限定

② 保管の用に供される場所の面積が300平方メートル未満は対象外

（法第12条第３項：事業場の外での保管）
事業者は、その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業場の外において、自ら当該産業廃棄物の保管を行おう

とするときは、あらかじめ、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

＜ポイント＞
三重県産業廃棄物の適正な処理の推進に関する条例第８条により、面積が100平方メートル以上の保管場所
で産業廃棄物（限定なし）を保管しようとする場合の届出義務があることに注意！

・面積250平方メートルの保管場所で建設工事に伴い生ずる産業廃棄物を保管する場合 ⇒ 条例の届出
（法の要件にあてはまる場合は、法の届出のみ）

三重県への通報内容【３．不適正処理（事業場の外での保管）】
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12

Ａ社

収集運搬業許可

Ｂ社

収集運搬業許可

Ｃ社

無許可業者

不法投棄

（一部の廃棄物）

• 元請業者Ａ社は解体工事と工事で発生した産業廃棄物の処理をＢ社に委
託した。（Ａ社は「排出事業者」と「排出事業場」のみを記入したマニ
フェストを事前にＢ社に交付し、Ｂ社に処分業者の選定も依頼）

• Ｂ社はＡ社から受注した解体工事をＡ社と同じく解体工事と産業廃棄物
の処理をＣ社に再委託した。

• Ｃ社は解体工事で発生した産業廃棄物の一部を不法投棄した。（不法投
棄された産業廃棄物は、マニフェストが存在せず、Ａ社と処分業者の間
で産業廃棄物処分委託契約が書面で行われていなかった）

元請業者 一次下請業者 二次下請業者

工事の丸投げが不法投棄に繋がった事例
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Ａ社

収集運搬業許可

Ｂ社

収集運搬業許可

Ｃ社

無許可業者

不法投棄

（一部の廃棄物）

元請業者 一次下請業者 二次下請業者

違反事項 法 対象条項 行政処分

Ａ社

産業廃棄物処分業許可のないＢ社に産業廃棄物
の処分を委託した。

第12条第5項
(委託基準違反)

停止90日
Ｂ社にﾏﾆﾌｪｽﾄを交付せずに産業廃棄物の引渡し
をおこなった。

第12条の3第１項
(管理票交付義務違反)

Ｂ社

産業廃棄物処分業許可がないにもかかわらず産
業廃棄物の処分を受託した。

第14条第15項
(受託禁止違反)

停止90日
Ａ社から請けた産業廃棄物の収集運搬を許可の
ないＣ社に再委託した。

第14条第16項
(再委託禁止違反)

Ｃ社 解体工事で発生した産業廃棄物を投棄した。
（投棄した時点では収集運搬業許可を取得していた）

第16条(不法投棄) 取消し

工事の丸投げが不法投棄に繋がった事例



解体工事現場への立入検査結果
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違反事項 違反条項
違反件数（立入件数）

R３(90) R４(74) R５(72)

① 無許可業者に産業廃棄物処理を委託 委託基準違反（法第12条第５項） ４ ２ 1

② 収集運搬業者との書面契約が未締結 委託基準違反（法第12条第６項） ０ １ １

③
元請業者が管理票不交付
（下請負人が管理票を交付）

管理票交付義務違反
（法第12条の3第1項）

２ １ １

④ 車両表示なし、許可証不携帯等 処理基準違反（法第12条第1項） 25 31 19

⑤ 無許可で産業廃棄物の処理を受託 受託禁止違反（法第14条第15項） 6 0 0

⑥
管理票の交付を受けていないのに、産
廃の引渡しを受けた

不交付による引渡し
（法第12条の4第2項）

2 0 0

⑦
残置物・エアコン等を無許可業者が運
搬、産廃として処理

無許可営業 （法第7条第1項） 1 0 0

⑧ 標識の未設置（建設業法、建リ法） 建設業法第40条、建リ法第33条 40 38 35

⑨ 標識の未設置（大気汚染防止法） 大気汚染防止法第18条の15 ー 50 42

表１ 解体工事現場集中パトロールの実施状況



元請業者

下請負人Ａ

下請負人Ｂ

注文者（発注者）

建設工事全体の発注

＝排出事業者

収集運搬
建設工事の請負

建設工事の請負

処分

建設工事に伴い生ずる廃棄物の
運搬・処分の委託

廃棄物
処理業者

自社処理

立入検査結果【元請業者（排出事業者）の処理責任】

法第21条の３第１項（建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理に関する例外）

土木建築に関する工事（以下「建設工事」という。）が数次の請負によつて行われる場合にあつては、当該建設工事
に伴い生ずる廃棄物の処理についてのこの法律の規定の適用については、当該建設工事の注文者から直接建設工事
を請け負つた建設業を営む者（「元請業者」）を事業者とする
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前ページの解体工事現場集中パトロール（立入検査）で確認した解体工事のうち、R3(48/90、53%)、
R4(35/74、47%)、R5(46/72、64%)で工事の下請負が行われていた。



立入検査結果【解体工事現場から運搬する際の留意点】
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 解体工事現場外（事業場の外）に廃棄物を運搬する際には、運搬にかかる処理基準（飛散防止措置、
車両への掲示、許可証の写しの携帯など）がかかる。

 元請業者が自ら運搬する場合であっても、処理基準が適用される。

 下請負人等の第三者が解体工事現場の外に運搬する場合は、収集運搬業の許可が必要である。

 元請業者の管理地等（解体工事現場の外）に廃棄物を運搬しようとする際には、法や条例に基づく保管場
所の届出の必要性を事前に確認。

 収集運搬業者の管理地等（解体工事現場の外）に廃棄物を運搬しようとする際には、「積替・保管」場所で
あるかを事前に確認。

知らないうちに廃棄物処理法違反とならないように、
「元請業者、下請負人、収集運搬業者が相互に確認」をすることが大切



解体工事に関係する法令（抜粋）
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③④⑤⑥ ① ②④

① 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 【廃棄物処理法】

② 三重県産業廃棄物の適正な処理の推進に関する条例 【産廃条例】

③ 建設業法

④ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 【建設リサイクル法】

　（解体工事業に係る登録等に関する省令 【解体省令】）

⑤ 大気汚染防止法 【大防法】

⑥ 労働安全衛生法 【安衛法】

　（労働安全衛生規則 【安衛則】、石綿障害予防規則 【石綿則】）

⑦ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律  【フロン排出抑制法】

⑧ 特定家庭用機器再商品化法 【家電リサイクル法】

＜工事着手前＞ ＜工事中＞ ＜工事完成時＞

終了

①②③④⑤⑥⑦⑧

発注 調査 施工
廃棄物

処理



建設系廃棄物対策に係る法令周知マンガの作成

【マンガ冊子の内容】
・解体工事の受注から工事の完了までを一連のストーリーとし、図やイラストを用いて漫画
形式で紹介しています。産業廃棄物の処理には、解体工事の元請業者と下請業者で行う
べきことが異なるため、それぞれの立場に立った冊子（元請編、下請・収集運搬業者編）
を作成しました。 ※作成部数：各6,000部

【今後の活用】
・廃棄物監視・指導活動の中で接する方へ必要に応じて配布します。例えば、県が法違反を
確認した場合、違反行為者にあっては法令の内容を知っていただく必要があるため、同じ
違反を繰り返さないよう冊子を用い法令の理解を促します。

・個別に配布するほか、関係部局の窓口において
配布するとともに、各協力団体を通じて関係者
へ配付します。

＜解体工事に係る連絡調整会議参加機関・団体＞

（一社）三重県産業廃棄物協会 （一社）三重県建設業協会

（一社）三重県解体工事業協会 （公社）三重県宅地建物取引業協会

三重労働局 労働基準部健康安全課

県土整備部 建設業課 、建築開発課 、技術管理課

環境生活部 大気・水環境課 廃棄物対策局 廃棄物監視・指導課
18



その他（情報提供の依頼）
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＜三重県の廃棄物１１０番制度のご案内＞

○廃棄物ダイヤル１１０番

０１２０－５３８－１８４（ごみは いやよ）

○廃棄物メール１１０番

gomi110＠pref.mie.lg.jp

○廃棄物スマホ１１０番（R4.10より）

＊写真添付

＊位置情報
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